
を踏まえた、生活習慣病等の予防■早期診断・先端的な治療技術や、  

難病の早期診断・先端的治療技術を可能にする。  

◆2015年頃までに、生活習慣病改善のための施策の実施ととも  

に、生活習慣病予防や治療に資する科学技術の開発を推進し、がん  

の羅患率や生存率、心疾患及び脳卒中の死亡率、糖尿病の発生率  

を改善させる。  

◆2015年頃までに、がん、循環器疾患、糖尿病、腎疾患等の早期  

診断法、革新的治療法、悪性中皮腫の診断・治療法を可能とする。  

（2）事業内容（継続）   

がんの羅患率と死亡率の激減を目指して、がんの本態解明の研究やその成果を幅広く応用す  

るトランスレーショナル・リサーチ、また革新的な予防、診断、治療法の開発を推進することを目的  

とする研究事業である。当該事業では、重点研究分野として7分野を定め、各分野の総括研究者  

は協調のうえ研究を推進させているが、分子基盤に関する研究、基礎研究の成果を積極的に予  

防・診断・治療へ応用するトランスレーショナルリサーチの推進を行うとともに、がん患者の生活  

の質（QOL）の向上を自指した研究、がんに関する正確な実態把握や情報発信に関するシステム  

の構築等に関する研究等についても取り組んでいく。   

分野1発がんの分子基盤に関する研究   

分野2 がんの臨床的特性の分子基盤に関する研究   

分野3 革新的ながん予防法の開発に関する研究   

分野4 革新的な診断技術の開発に関する研究   

分野5 革新的な治療法の開発に関する研究   

分野6 がん患者のQOLに関する研究   

分野7 がんの実態把握とがん情報の発信に関する研究  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担   

関連する事業としては、「がん臨床研究」（健康局総務課がん対策推進室）、「がん研究助成金」  

（医政局国立病院課）、「がんトランスレーショナル・リサーチ事業」（文部科学省研究振興局ライフ  

サイエンス課）がある。  

・「がん臨床研究」は、がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備、QOLの維持向上等の  

政策課題に資する研究や、効果的治療法等の開発に関する研究を進めている。  

・「がん研究助成金」は、大規模コホート研究による疫学調査や多施設共同臨床研究試験体制  

の整備を実施し、がん診療及びがん研究レベルの向上を主体として行っている。  

・「がんトランスレーショナル・リサーチ事業」は、基礎研究成果からの膨大なシーズを探索し、治  

験段階まで進展させ市販を目指すものである。   

一方、「第3次対がん総合戦略研究」では、実際のがん診療等の現場の問題から求められる技  
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術革新に取り組もうとするニーズアプローチにより研究が推進されている。現場のニーズから採択  

される基盤研究の成果を、トランスレーショナルーリサーチとして革新的な予防・診断・治療技術に  

結実させることを目的とし、臨床の現場に直結した成果を得ることにより、がんの羅患率と死亡率  

の激減を目指すものである。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係   

重要な研究開発課題である「生活環境・習慣と遺伝の相互関係に基づいた疾患解明及び予防  

から創薬までの研究開発」に資するがんの分子基盤に関する研究や、「がん、免疫－アレルギー  

疾患、生活習慣病、骨関節疾患、腎疾患、膵臓疾患等の予防・診断・治療の研究開発」に資する  

トランスレーショナル・リサーチを含んだ先端的研究を進めていく。また、がん医療水準向上を目  

的に、がん予防に資する、がんの超早期発見技術などの研究、がん患者の生活の質に配慮した  

低侵襲治療や標的治療などの治療技術の研究等を実施しており、「標的治療等の革新的がん医  

療技術」の推進についても取り組んでいる。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   Hlも   H17   H18   H19   

2，581   2，860   3．015   3，606   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

がんの病態診断や標的治療の基盤となる新たな知見、ゲノム情報に基づき、発がん遺伝子や  

がんの進展に関わる重要遺伝子の同定、新しい検診モデルの構築や検診能率の向上に資する  

手法の開発、がんの早期診断や病態の診断に応用が期待できる腫瘍マーカーの開発、陽子線の  

照射量・照射部位をリアルタイムで計測できるシステムの開発、患者の身体機能の低下に由来す  

るQOLの障害を最小限ヒとどめるための新たなる治療法の開発等について成果を得ており、着  

実にがん対策の推進に貢献している。  

2．評価結果  

（1）必要性   

我が国において、がんは死因の第1位であり、国民の健康に対する大いなる脅威となってお  

り、がんの罷患率と死亡率の激減を目指した「第3次対がん10か年総合戦略」が策定され、平成  

16年度からスタートしたところである。また、がん対策のより一層の充実を図り、がん対策を総合  

的かつ計画的に推進することを目的に、平成18年6月16日に「がん対策基本法」が成立したと  

ころである。その基本的施策として、がんに関する研究の推進、さらに、緩和ケアやがん登録の，推  

進、情報提供体制の整備等のがんの医療の均てん化の促進等が規定されており、患者の視点に  

立った医療を提供していくために、本研究事業の必要性が高まっている。  
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（2）効率性（費用対効果にも言及すること）   

研究開発投資の効果的・効率的推進を目指した科学技術の戦略的重点化が進められており、  

「標的治療等の革新的がん医療技術」に関する研究は、戦略重点科学技術の一つとして行政の  

ニーズに従い着実に推進されている。また、平成18年度については、医療経済的に効率的な予  

防・治療システムを整備するためのがんに関する研究や、生活習慣とがんの関連についてのエビ  

デンスを構築し、望ましい生活習慣や効果的かつ効率的な診断技術等の開発を目指した研究等  

を優先的に採択している。（標準的検診法と精度管理や医療経済的効果に関する研究等）  

（3）有効性   

研究企画・事前評価委員会による審査では、r専門的・学術的観点」と「行政的観点」の両面か  

ら課題を採択し、中間■事後評価委員会では毎年課題の目標がどの程度達成されたかにつき厳  

正に評価を行い、その有効性について十分に検討したうえで、研究費の配分を行っている。平成  

18年1月31日に開催された中間・事後評価委員会では、総合的に研究進行はおおむね順調で  

あり、臨床応用に向けて移行段階に入りつつあると高い評価がされ、有効性について確認されて  

いる。  

（4）計画性   

我が国の死亡原因の第一位であるがんについて、研究、予防及び医療を総合的に推進するこ  

とにより、がんの羅患率と死亡率の激減を目指して、政府が策定した「第3次対がん10か年給合  

戦略」の中で、「第3次対がん総合戦略研究事業」は、重点研究分野として7分野を定め、10年を  

Ⅰ期（3年）、Ⅱ期（3年）、Ⅲ期（4年）に分け、長期的な計画に基づいて研究目標の達成に向けて  

研究を実施している。平成18年度にⅠ期が修了することを受け、Ⅰ期の成果を評価し、Ⅱ期に向  

けて成果を反映した必要な見直しを行い、がんの羅患率と死亡率の激減を目指して研究を推進し  

ていく。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況   

第3次対がん10か年総合戦略研究事業は、「がんの羅患率と死亡率の激減を目指して、がん  

の本態解明の研究やその成果を幅広く応用するトランスレ「ショナル・リサーチ、また革新的な予  

防、診断、治療法の開発の推進」を目的としているが、これは分野別推進戦略（第3期科学技術  

基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究開発課題」が目指している目的に合致  

するものである。当該研究事業は、計画性を持って実施され、着実にがん対策に資する成果を生  

み出しており、今後も研究開発目標、成果目標の達成を目指して、研究を推進していく。  

（6）その他  

がん対策基本法が成立した意義を重く受けとめ、国を挙げてがん対策に取り組んでいくために  
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は、がん医療の飛躍的な発展が期待されている。更なるがん対策を推進していく原動力となるの  

は、がんに関する新たな知見や、革新的ながん医療技術の開発であり、そして、がん医療水準の  

向上に資する研究である。がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっていること等、がん  

が国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状に鑑み、今後より一層、がんに関す  

る研究を推進していかなければならない。  

3．総合評価   

がん対策基本法にも記されているように、がん対策を推進していくためにはがん研究の推進が  

欠かせないものであり、がんの本態解明の研究やその成果を幅広く応用するトランスレーショナ  

ルーリサーチ、また革新的な予防、診断、治療法の開発を推進することを目的とする「第3次対が  

ん総合戦略研究事業」は極めて重要な研究事業といえる。  

4．参考（概要図）  

一98－   



事業名   がん臨床研究事業   

主管部局（課・室）   健康局総務課がん対策推進室   

事業の運営体制   健康局総務課がん対策推進室が運営   

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   生涯はつらつ生活   

中目標   国民を悩ます病の克服   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   ・がん、免疫－アレルギー疾患、生活習慣病、骨関節疾患、腎疾患、  

障臓疾患等の予防・診断・治療の研究開発   

研究開発目標   02010年までに、がん、糖尿病などの生活習慣病や難病の治療・  

診断法を開発するための基盤を蓄積し、臨床研究につなげる。特に、  

生活習慣病に関しては、遺伝要因と環境要因に応じた疾患の原因を  

探求することにより、新たな予防・治療法へつなげる。  

0201．0年までに、がんに関する基礎研究を臨床研究に橋渡しする  

ための体制を整備し、新たな治療法等を確立し、実用化を可能とす  

る。   

成果目標   ◆2015年頃までに、生活習慣病改善のための施策の実施ととも  

に、生活習憤病予防や治療に資する科学技術の開発を推進し、がん  

の羅患率や生存率、心疾患及び脳卒中の死亡率、糖尿病の発生率  

を改善させる。  

◆2015年頃までに、がん、循環器疾患、糖尿病、腎疾患等の早期  

診断法、革新的治療法、悪性中皮腫の診断・治療法を可能とする。   

（2）事業内容（継続）   

本研究事業は、我が国の死亡原因の第1位であるがんについて研究及び医療を総合的に推  

進することにより、がんの罷患率と死亡率の激減を目指すものであり、着実に成果を得られる研  

究を優先的に採択し、がん対策を強力に推進する。  

「分野1政策分野に関する研究」においては、全国的に質の高いがん医療水準の均てん化を  
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推進するために、がん診療連携拠点病院の機能向上に関する臨床研究や、がん患者の生活の  

質（QOL）の錐持向上のために、がん患者の状況に応じて緩和ケアや精神的ケアが早期から適切  

に行われること、在宅がん患者に対しがん医療を提供するための連携協力体制を確保すること、  

がん患者の家族に対して効果的な支援を行うことに資する研究についても取り扱う。  

「分野2、診断・治療分野に関する研究」においては、我が国におけるエビデンスの確立に資す  

るような、必要な症例数の集積が可能な体制で実施される多施設共同‾研究を優先的に採択し、  

転移・再発・進行がん等、難治性のがん治療法の開発や延命効果のある効果的治療法の開発等  

を推進する臨床研究を取り扱う。  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担   

関連する事業としては、「第3次対がん総合戦略研究事業」（健康局総務課がん対策推進室）、  

「がん研究助成金」（医政局国立病院課）、「がんトランスレーショナル・リサーチ事業」（文部科学  

省研究振興局ライフサイエンス課）がある。  

・「第3次対がん総合戦略研究」は、基盤研究の成果を、革新的な予防・診断・治療技術として結  

実させることを目的とした、トランスレーショナルリサーチを含む基礎から臨床までの先端的な研  

究を推進する。  

・「がん研究助成金」は、大規模コホート研究による疫学調査や多施設共同臨床研究試験体制  

の整備を実施し、がん診療及びがん研究レベルの向上を主体として行っている。  

・「がんトランスレーショナルtリサーチ事業」は、基礎研究成果からの膨大なシーズを探索し、治  

験段階まで進展させ市販を目指すものである。   

一方、「がん臨床研究」は、がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備、QOLの維持向上  

等の政策課超に資する研究や、効果的治療法等の開発に関する研究を進めている。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係 ‾’／‾   

重要な研究開発課題である、「．がん、免疫ヴレルギー疾患、生活習慣病、骨関節疾患、腎疾  

患、膵臓疾患等の予防・診断・治療の研究開発」に資する臨床研究を進めていく。また、戦略重点  

科学技術として「標的治療等の革新的がん医療技術」の選定理由として記されているように、現場  

におけるがんの標準的治療法を確立、普及させ、さらに、がん医療水準を向上、均てん化を進め  

ることが求められているが、がん臨床研究事業ではこれに資する研究を選定していく。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

1，602   1．774   1，591   1，923   （未確定値ト   

（6）研究事業の成果  
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「分野1政策分野に関する研究」においては、全国的に質の高いがん医療水準の均てん化の  

推進に資する成果として、地域がん診療拠点病院の高水準でのがん医療の均てん化を目指し、  

2006年版がん登録標準登録様式の制定、がん治療専門医が不足している現状の把握、情報支  

援センターの機能としての医療相談や情報提供・学習支援・対話の重要性が示された。  

「分野2診断・治療分野に関する研究」においては、現在、複数の多施設共同臨床試験が実  

施されている。第Ⅱ相試験については、氾期およびⅠⅠ期の非小細胞肺癌に対する術前化学療法  

としてはドセタキセル十シスプラチン療法群がドセタキセル単独療法群よりも有望であること、予  

後不良な大型3型およぴ4型進行胃癌に対しては、TSl＋シスプラチン術前化学療法が有望であ  

ること、進行卵巣癌に対して、パケノタキセル＋カルボプラチンを用いた集学的治療が有望である  

ことが示され、それぞれ第Ⅲ相試験を準備中である。その他、実施されている第Ⅲ相試験につい  

ては、平成20年頃から結果が出てくる予定となっている。  

2．評価結果  

（1）必要性   

我が国において、がんは死因の第1位であり、国民の健康に対する大いなる脅威となってお  

り、がんの罷患率と死亡率の激減を目指した「第3次対がん10か年総合戦略」が策定され、平成  

16年度からスタートしたところである。さらに、がん対策のより一層の充実を図り、がん対策を総  

合的かつ計画的に推進することを目的に、平成18年6月16日に「がん対策基本法」が成立した。  

その基本的施策の一つとして、がんに関する研究の推進が盛り込まれており、国民はがん医療  

の進歩に期待し、享受できる医療サービスのさらなる充実を求めている。このため、がんの効果  

的な治療法や転移・再発・進行がん等、難治性のがん治療法の開発などのがんの治療技術の向  

上を図るとともに、がん患者に対する適切な緩和ケアや精神的ケアを提供できる体制を整え、が  

ん患者の療養生活の質の維持向上に努め、これに資する研究を強力に推進する必要がある。  

（2）効率性（費用対効果にも言及すること）   

研究開発投資の効果的・効率的推進を目指した科学技術の戦略的重点化が進められており、  

戦略重点科学技術の一つである「標的治療等の革新的がん医療技術」に関する研究が、行政の  

ニーズに従い着実に推進され、かつ、研究成果が国民の健康を守る政策に貢献するエビデンスと  

して貢献していることを考慮すると、優れた効率性のもと事業は進められていると考えられる。  

（3）有効性   

研究企画一事前評価委員会による審査では、「専門的・学術的観点」と「行政的観点」の両面か  

ら課題を採択し、中間・事後評価委員会では毎年課題の目標がどの程度達成されたかにつき厳  

正に評価を行い、その有効性について十分Iニ検討したうえで、研究真の配分を行っている。  

（4）計画性  

－101・   



我が国の死亡原因の第一位であるがんについて、臨床研究により効果的な治療法の開発を進  

めるとともに、根拠に基づく医療の推進を図るため、質の高い大規模な臨床研究を計画し実施し  

ている。また、全国的に質の高いがん医療水準の均てん化の推進に資する研究課題を計画的に  

設定し、着実に成果を得られる研究を優先的に採択し、がん対策を強力に推進する。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況   

分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」として、「標的治療  

等の革新的がん医療技術」が選定されており、エビデンスに基づいた効果的な治療法の確立に  

向けて、現在、複数の多施設共同臨床試験が実施されているところである。進行中の第Ⅲ相臨床  

試験の結果は、平成20年頃から得られる予定となっており、その成果は現場におけるがんの標  

準的治療法を確立、さらに、がん医療水準を向上、均てん化に資するものである。  

（6）その他   

がん対策基本法が成立した意義を重く受けとめ、国を挙げてがん対策に取り組んでいくために  

は、がん医療の飛躍的な発展が期待されている。更なるがん対策を推進していく原動力となるの  

は、がんに関する新たな知見や、革新的ながん医療技術の開発であり、そして、がん医療水準の  

向上に資する研究である。がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっていること等、がん  

が国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状に鑑み、今後より一層のがんに関  

する研究を推進していかなければならない。  

3．総合評価   

がん対策基本法にも記されているように、がん対策を推進していくためにはがん研究の推進が  

欠かせないものである。「がん臨床研究事業」は、臨床研究により根拠に基づく効果的な治療法を  

開発し、また、全国的に質の高いがん医療水準の均てん化の推進に資する研究課題を計画的に  

設定し、着実に成果を得られる研究を優先的に採択している。当該研究事業は、政策に直結した  

成果を生み出し、極めて重要な研究事業といえる。  

4．参考（概要図） 第3次対がん総合戦略研究と共通  

8）循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業  

（分野名）疾病・障害対策研究分野  

（研究経費名）循環券疾患等生活習慣病対策総合研究経費  

事業名   循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事筆   

主管部局（課・室）   健康局総務課生活習慣病対策室   

ー102－   



事業の運営体制  健康局総務課生活習慣病対策室が中心となり、医政局指導課、  

健康局生活衛生課、健康局疾病対策課と共同で運営  

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   生涯はつらつ生活   

中目標   国民を悩ます病の克服   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   ・生活習慣病等の予防・診断・治療の研究開発   

研究開発目標   02010年までに、糖尿病などの生活習慣病の治療・診断法を開発  

するための基盤を蓄積し、臨床研究につなげる。特に、生活習慣病に  

関しては、遺伝要因と環境要因に応じた疾患の原因を探求すること  

により、新たな予防，治療法へつなげる。  

02015年頃までに、疾患メカニズムの解明の加速、診断機器の高  

度化、より有用な薬剤候補物質の絞込み精度の向上等の創薬プロセ  

スの高度化を実現し、個人の特性を踏まえた、生活習慣病の予防・  

早期診断・先端医療技術を実現する。   

成果目標   ◆2015年頃までに、生活習慣病改善のための施策の実施ととも  

に、生活習慣病予防や治療に資する科学技術の開発を推進し、心疾  

患及び脳卒中の死亡率、糖尿病の発生率を改善させる。  

◆2015年頃までに、循環器疾患、糖尿病、腎疾患等の早期診断  

法、革新的治療法を可能とする。   

（2）事業内容（継続）   

我が国において、生活習慣病対策は重要な課題であり、その実施に当たり、生活習慣病に関  

する予防・診断・治療の観点からのエビデンスの構築や実践的な指針の策定等に資する行政施  

策に直結した研究が求められている。  

そのため、本研究においては、健康づくりに関する研究、健康づくりのための基盤整備等に関す  

る研究、健診・保健指導に関する研究、循環器疾患に関する研究、糖尿病予防のための戦略研  

究、腎疾患対策戦略研究を行い、生活習慣病に関する予防から治療までの取組を効果的に推進  

するための研究を体系的に実施する。  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担  

関連事業なし。  
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（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係   

本研究事業は、ライフサイエンス分野における戦略重点科学技術「臨床研究・臨床への橋渡し  

研究」として位置づけられている生活習慣病等に対応した疾患診断法、個人の特性に応じた医療  

等の新規医療技術の開発などについて、国民へ研究成果を還元するべく、「糖尿病予防に関する  

戦略研究」において糖尿病に関する大規模な臨床研究、循環器疾患に関する多施設共同の臨床  

研究等の綺合的な生活習慣病対策に関する研究を推進しているところである。   

わが国においては、心疾患、脳卒中が死因の第2位、3位を占め、その原疾患となる糖尿病の  

患者数は増加し、年間3万5千人にのぼる人工透析導入患者のうち、その4割以上が糖尿病を原  

因としており、これら生活習慣病の対策は重要な課題である。本研究事業においては、新たにメタ  

ポリツクシンドロームにおけるアディポサイトカイン異常を標的とした早期診断法の確立に関する  

臨床への橋渡し研究、「腎疾患対策戦略研究」について立案中であり、引き続き、生活習慣病に  

関する新たな予防・治療法の開発を目指すこととしている。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

829   1，298   2，177   2，385   （未確定値）   

※ H18年度は糖尿病戦略研究事業を含む  

※ H16，17年度は循環器疾患等総合研究事業の全額  

※H15年度は効果的医療技術の確立推進臨床研究事業（心筋梗塞分野及び脳卒中生活習慣   

病分野）の金額。（推進事業・若手医師協力者活用等に要する研究経費は計上していな  

い。）  

（6）研究事業の成果   

脳卒中、心疾患及びその原疾患である糖尿病等の生活習慣病に対する予防・診断・治療法に  

ついて研究を進める本研究事業は、厚生労働行政の中でも重要な位置を占めている。  

これまでの研究で、糖尿病と生活習慣の関係や合併症予防に関する欧米人におけるエビデン  

スとは異なる日本人の新たな知見が明らかとなり、今後、診療ガイドラインにも強い影響を与える  

ものと考えられる。また、高脂血症が脳卒中の危険因子となる可能性が示されるなどという重要  

な知見も得られた。今後、新しい高血圧治療や動脈硬化性疾患等の診療ガイドライン等の参考資  

料となることが期待される。   

特に、近年その患者数が増加している糖尿病については、平成17年度より「糖尿病予防のため  

の戦略研究」が開始され、介入のためのプロトコールが取りまとめられた。   

これらの成果は、厚生労働行政に貢献するところが大きく、医療経済的にも重要な成果が得ら  
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れたと考えられる。今後はさらに糖尿病に関する研究の強化や、メタポリツクシンドロームの実態  

把握やその有効な対策に資するエビデンスの構築など循環器系疾患等の生活習慣病の総合的  

な研究を強力に推進して行く必要がある。  

2．評価結果  

（1）必要性   

心疾患、脳卒中の原疾患となる糖尿病の患者数は平成9年から平成14年の5年間で境界型も  

含めると約2割増加しており、近年増加している人工透析導入患者数の原因疾患としては糖尿病  

が4割以上を占めるなど、これらの生活習慣病の対策は重要な課題である。  

国民一人一人が生涯にわたり元気で活動的に生活できる「明るく活力ある社会」の構築のた  

め、国民の健康寿命を伸ばすことを目標としている「健康フロンティア戦略」においては、生活習慣  

病対策について、平成17年度からの10カ年で、心疾患、脳卒中については死亡率を25％改  

善、糖尿病については発症率を20％改善するという数値目標が設定されている。これらの目標  

達成のためには、「健康寿命を伸ばす科学技術の振興」の推進が必要とされている。   

また、今般成立した医療制度改革法の柱の一つとして、医療保険者に対し、メタポリツクシンド  

ロームの概念に着目した健診・保健指導の実施を義務付け、生活習慣病の発症・重症化予防を  

徹底し、平成27年度までに生活習慣病の患者・予備群を25％減少させる目標設定を行うこととし  

ている。メタポリツクシンドロームについては、40歳から74歳の男性の2人に1人、女性の5人に  

1人が該当者または予備群と推計されており、科学的知見に基づく対策の確立が重要である。   

これらのニーズを踏まえた生活習慣病対策の実現のために、総合的な観点より生活習慣病に  

関する研究を行う本研究事業の推進が必要である。  

（2）効率性（車用対効果にも言及すること）   

生活習慣病に関する研究を体系的に実施することにより、効率的な研究の実施が期待できる。  

また、今後若手研究者の育成や健康フロンティア戦略の目標達成、医療制度改革において医療  

保険者に義務付けられた生活習慣病対策に着目した健診・保健指導を効率的・効果的に行うた  

めのエビデンスの構築及び実践的ガイドラインの策定に資する研究を行うこととしており、国民の  

健康増進により、社会的貢献及び医療責適正化による経済的貢献が期待される。  

（3）有効性   

本研究事業の実施にあたっては、基礎・臨床・社会医学の専門家による事前評価を行った上で  

採択を決定することとしている。また、中間評価及び事後評価により研究継続の必要性が評価さ  

れることとなっており、客観的かつ公平な事業実施が期待される。本事業により日本人における  

生活習慣病に関する新たな知見が得られ、診療ガイドラインの策定や健康づくりのための施策の  

検討会等に活用されている。  
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（4）計画性   

本研究事業における研究期間は原則3年間とし、毎年中間評価を行うことにより効率的な研究  

が実施されることとしている。また、戦略研究では、研究目標とプロトコールを事前に検討するな  

ど、本事業では研究を計画的に実施している。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況   

本事業において行った循環器疾患、糖尿病に関する臨床研究により、糖尿病や循環器疾患に  

関する日本人におけるエビデンスが得られ、今後、診療ガイドライン等の参考資料として活用さ  

れ、新たな生活習慣病の予防・治療法へつながることが期待される。   

糖尿病に関して、平成17年度より発症予防・治療継続・一合併症予防の3つの観点より戦略研究  

を推進し、新たな予防・治療法へつながるエビデンスの構築を図るべく研究を推進している。  

（6）その他  

特記なし  

3．総合評価   

心疾患、脳卒中はわが国において死因の第2位、3位を占め、その原疾患となる糖尿病の患者  

数は5年間で境界型も含めると約2割増加しているなど、これらの生活習慣病の対策は重要な課  

題である。  

本研究事業は、これまでに生活習慣病に関する日本人における新たなエビデンスを明らかに  

し、診療ガイドラインの策定や、健康づくりのための施策の検討会等に活用されるなど、国民の健  

康づくりにおいて重要な役割を果たしてきた。  

「健康フロンティア戦略」においては、生活習慣病対策について、平成17年度からの10カ年  

で、心疾患、脳卒中については死亡率を25％改善、糖尿病については発症率を20％改善すると  

いう数値目標が設定され二医療制度改革においても、生活習慣病の発症・重症化予防を徹底し、  

平成27年度までに生活習慣病の患者・予備群を25％減少させる数値目標を設定することとして  

いる。  

これらの政策目標の実現による国民の健康増進のためには、生活習慣病の予防■診断■治療に  

関するエビデンスの構築や健康づくりのための指針の策定等が必要であり、その役割を担う本研  

究事業を引き続き推進することが重要である。  

4．参考（概要図）  
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